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令和 2年の年初から世界的に急速拡大した新型コロナウイルス感染症は、新

たな変異株の発生によって今もなお感染拡大が続いている地域が多くあります。

わが国においても、政府による度重なる緊急事態宣言の発令にも拘わらず、感

染の制御は困難を極め、医療現場は大きな混乱の中にあります。そして、新た

な感染症の収束は未だ先が見通せず、更なる感染の拡大も懸念されます。

一方、急速な減速を余儀なくされた世界経済が、欧米を中心に回復基調を見せ

るなかで、わが国ではその感染状況から、いましばらくは経済的不況から抜け

だせる予測が立ちません。

今回の新興感染症によって日本の医療の構造は大きく変化せざるを得ない状況

に追い込まれており、これが地域医療の崩壊を招くリスクを極大化しておりま

す。2025年に向けた地域医療構想の実現や2040年にかけての人口減少社会に向

けた一層の取り組みを強化すべきではありますが、そのためにもまずはこの

ー



COVID-19拡大による医療崩壊の危機を乗り越える方策を実行できる予算が必要

であります。

四病院団体協議会は令和 5年度において特に別紙の予算措置を要望いたします。
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（別紙）

I 新型コロナウイルス感染症対策関連

1 感染防護用品、衛生用品等の確保

N95マスク・防護服・ガウン・手袋や消毒液などの感染防護用品、衛生用品

の不足が恒常化しており、早急な解消が望まれる。

こうした世界的規模のパンデミック発生時においても、感染防護用品、衛生

用品等を安定して確保できるよう、国内企業による生産増強に対する財政的補

助を要望する。

2 医療従事者への感染リスクヘの対応

感染リスクを負いながら、医療現場において新型コロナウイルス感染症患者

に対応している医療従事者に対し、感染防止の取組への診療報酬上の評価や感

染した場合の補償につき、十分な財政的補助を要望する。

併せて、医療従事者の感染に伴い、その家族に感染が及んだ際の補償につい

ても要望する。

3 医療機関の経営破綻の防止

新型コロナウイルス感染症の拡大により、外来・入院共に大幅に患者数が再

び減少しており、病院の財政状態の悪化が懸念されている。特に、クラスター

が発生した医療機関は、院内での感染拡大等により医療提供体制が整えられな

い結果、財政状況が急激に悪化することとなる。

また、コロナ病床を一般病床に戻したとしても、すぐに通常通りに戻るわけ

ではない。

こうした医療機関の経営破綻を防ぎ、医療提供体制を維持・確保するための

財政的補助を継続することを要望する。

さらに、入院医療に対する補助だけでなく、院内感染が発生したことにより、

外来診療の休止・縮小を余儀なくされた医療機関に対する財政的補助を要望す

る。
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4 緊急時の感染症対策基金等の創設

今回のような新たな感染症によるパンデミックが今後も起こりうることを

想定し、緊急事態に対応できるよう、必要な時に柔軟性のある財政的支援（事

後的な経費を支弁できる）が可能な基金等の創設を要望する。

また、医療コスト削減を行った諸外国において医療崩壊が起きていることや、

医療計画の記載事項に「新興感染症等の感染拡大時における医療」が追加され

たことを踏まえ、診療報酬の増加や、地域医療構想における病床の必要量（必

要病床数）見直しを要望する。

5 都道府県による医療機関財政救済基金設立のための仕組みの創設

新型コロナウイルス感染症対策に関連する給付金・補助金により、医療機関

の経営は持ちこたえている。また、福祉医療機構等による融資制度の拡充もあ

るが、据置期間経過後には返済が必要な借入であり、抜本的な解決には至らな

し‘
゜

そこで、都道府県による医療機関の財政救済基金の創設を要望する。地域

の実情を把握している都道府県が、地域に必要な医療機関の救済を機動的に行

うために、財政救済基金をその資金としてプールし、必要に応じて医療機関に

資金拠出をする。医療機関は当該資金を、劣後債である基金として受け入れ、

将来的に充実させた純資産額から基金を返済し同額の代替基金を計上する。こ

れにより、医療機関の経営の基盤となる純資産を毀損することなく、医療機関

の経営基盤の確立に寄与することが可能となる。

II 国際紛争による世界的なインフレヘの対応

1 ロシアによるウクライナ領内への軍事侵攻に起因する、世界的インフレに

対する迅速な対応

本年 2月 24日に始まった、ロシアによるウクライナヘの本格的な軍事侵攻
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は、如何なる理由があっても許されるものではありません。

この紛争による世界情勢に与える影響は、政治、経済、エネルギー、環境、

物流など、多方面にわたることが懸念されます。また、インフレによる物価上

昇は深刻さを増すと思慮されます。

我が国は、原油、穀物など原材料の多くを海外からの輸入に頼っており、そ

の価格高騰による影響は、医療機関も例外ではありません。

特に病院給食においては、小麦などの食材料費や光熱費の高騰、物流コスト

の上昇による価格への転嫁が今後予想されます。また、医療機関は診療報酬等
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ないため、経営への影響が大変危惧されます。

このような状況を踏まえ、政府による迅速かつ適切な予算措置を要望します。

Ill 消費税関係

1 控除対象外消費税問題の解決までに要する予算措置

控除対象外消費税を抜本的に解決するためには、医療に係る消費税の非課税

制度を見直し、原則課税に改めることも含めて、引き続き控除対象外消費税問

題についての検討を進めてゆく必要がある。

検討のための具体的な方策として、実態調査や調査研究を行うための補助を

要望する。

w 働き方改革関係

1 医師の働き方改革に伴う医師確保に係る予算措置

今般の医師の働き方改革に伴い、医療機関は医師の健康を保っために改革を

進めながら、地域医療を維持するため、さらなる医師の増員をしなければなら

なくなるのは明らかである。
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ついては、地域医療の維持に伴う医師確保において、診療報酬以外に医師の

人件費に相当する部分への予算措置を要望する。

2 医師の働き方改革に伴うタスク・シフティング、タスク・シェアリングに

要する医療人材確保と育成に係る財政的補助

医療機関においては早くから、特定の手技を看護師に、服薬指導を薬剤師に、

診断書の素案作成を事務職に委ねるなどのタスク・シフティング（業務の移管）

が進められている。また、チーム医療によるタスク・シェアリング（業務の共
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今後の働き方改革において、医師の労働時間の短縮のために医療機関内の

マネジメント改革として、このような取組を一層推進させるためにも、医療

機関でのタスク・シフティング、タスク・シェアリングに必要な医療人材確

保と養成に係る財政的補助を要望する。

3 医療人材（介護・介助職員等）の処遇改善への予算確保

現在、医療ニーズの多様化、医師等の偏在などを背景として医療機関にお

ける医療従事者の確保が困難な中で、質の高い医療提供体制が求められてい

る。病院は入院期間の長短に関わらず、患者にとって診療を受けるだけでな

く、日常生活へ復帰するための準備の場でもあり、看護に加えて介護や介助

はその機能発揮になくてはならない存在であるのが現状である。

かかる状況において、医療人材の確保が困難な将来にも亘る状況を踏まえ、

介護職員の処遇改善における予算措置ならびに医療人材の処遇改善について

の予算確保とそれに伴う財政的支援を要望する。

4 ナースステーション、処置室、カンファレンスルーム、看護師等宿舎、院

内保育施設等の整備

ナースステーションや宿舎、院内保育施設等の整備を行うことで、勤務環

境の改善と福利厚生の充実を図り、看護職員等の離職防止と安定的な雇用継

続につなげる事業への支援拡充を要望する。
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5 仕事と家庭の両立支援の推進（看護職員等再就業支援事業）

育児・介護等により離職した医師、看護師等の復職への継続的な支援は、

今後の働き手の減少を見据えると必須である。しかるに、一度離職した人材

は、そのブランク期間ゆえに復帰をためらうことがしばしばである。したが

って、働き手減少の将来へ向けて、積極的に研修等を実施している医療機関

への支援を要望する。

な 土， 志 匹 声 上 ， へ 苓 ［ 日li遠 l:'.:-1バで 1 叫曲品盈叫
U 込店＼ ‘ 匹 ： デ ロ じ ノ 目 JしVIゞ 喪lし亦＇ J 穴J抄 U』:.,1'fflヴJ

医療は、 24時間 36 5日の対応を求められる業種であり、限られた人数で

勤務する医療従事者は、仕事と育児を両立させることが困難となって、離職に

至るケースも多い。子育てと仕事の両立を支援し、離職防止や長期的に就業が

可能な人材を確保することは、医療機関の存続を左右する重要課題である。し

たがって、育児休業やその後の職場復帰に係る財政的な支援を行うほか、医療

従事者の育児休業中その職員の職務を行う育休等代替職員について、当該医療

機関が臨時的に雇用した場合、代替職員の所要経費に係る補助を要望する。

さらに、医師の働き方改革すなわち医師の労働時間短縮が進むことになるな

かで医療を支えていくためには、医療従事者が働きやすい医療現場を提供する

ために、院内保育所の整備とともに、地域における病児保育の整備充実を要望

する。

7 病院における看護補助者（介護職）の処遇改善への予算措置

新型コロナウイルス感染症対応の最前線の現場で働いている看護、介護、保

育などの方々の収入を増やすために、全世代型社会保障構築会議の下に公的価

格評価検討委員会を設置し、公的価格の抜本的見直しを行うこととされている。

病院においては、看護職からの指示の下、食事、清拭、排せつ、入浴、移動等

の療養生活上の世話などについては、看護補助者（介護職）がその役割の多く

を担っている。これらは、介護保険施設において介護職員が行う業務と何ら変

わりのない業務でありながら、現状では介護職への処遇改善は介護報酬により
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行われており、病院で働く看護補助者（介護職）に対する処遇改善に係る仕組

みはない。病院が地域医療を提供していく上で、看護補助者（介護職）は必要

不可欠な職種である。しかしながら、現状では多くの病院が看護補助者（介護

職）の確保に大変苦慮している。医療現場で働く看護補助者（介護職）の収入

が増える仕組みを構築していくためにも、介護保険施設の介護職と同等の交付

金による対応が不可欠である。ついては、看護補助者（介護職）の確保が困難

な将来にも亘る状況を踏まえ、診療報酬以外での看護補助者（介護職）の処遇

改善における予算措置を要望する。

V 医療従事者の能力向上関係

1 病院で働く医師の総合的診療能力開発支援事業

現在、医療機関は、地域に密着した診療活動の中で、少子高齢化という社会

構造の変化や医療の持続性への不透明感等、病院を取り巻く環境が激変してい

る状況を目の当たりにしている。そのような中、医療機関には従来とは異なる

役割が求められており、高齢患者が著増する中で、臓器別にとらわれない幅広

い診療、多様なアクセスを担保する診療、多職種からなるチーム医療のマネジ

メントが実践できる組織が求められている。現在、日本専門医機構で総合診療

専門医の育成が進められているが、総合診療専門医が地域で活躍するには依然

時間がかかる状況にある。

このような状況下で、我が国の超高齢社会・多死社会への対策の 1つとして、

病院における医師の総合的診療技能の向上は急務であり、ついては、総合的診

療能力の獲得を促すキャリア支援事業を実施している病院団体に対して、経費

補助を行う事を要望する。
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VI 介護施設、介護従事者関係

1 外国人技能実習生受入れ事業への補助

平成 29年 11月「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関

する法律」が施行、外国人技能実習制度の対象職種に介護職種が追加され、更

に平成 31年 4月「出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正

する法律」が施行、人手不足が深刻な産業分野（介護分野を含む）において「特

定技能」での新たな外国人材の受入れが可能となった。
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1号特定技能外国人（以下、「特定技能」と呼称）を受入れる登録支援機関と

して許可を受けている。この間、技能実習生においては既に来日し病院におい

て実習を開始継続中、この他技能実習修了後を見据え、同実習を修了後に在留

資格を変更し特定技能として再就労を希望する者も出てきている。

ついては、技能実習生等の受入れ、教育、生活面の指導、支援、管理等につ

いては、日本人職員を指導等するよりも現場の病院職員に多大な負担が掛かっ

ていることから、受入れ病院（実習実施者）に対する財政的支援を要望する。

2 ケアマネージャー（介護支援専門員）の処遇改善

高齢者の増加に伴い、医療・介護連携の推進のため、居宅や高齢者支援セン

ターに従事するケアマネージャーの育成と確保が急務である。介護従事者がケ

アマネージャーにスキルアップし、ケアマネージャーとして従事する道筋が大

事である。しかしながら、介護士支援金により、介護士のまま勤務する方の収

入が多く、ケアマネージャーの業務に携わる道筋が閉ざされ、大きな障害とな

っている。

ケアマネージャーにも相当の介護士同等の支援金が必要である。
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VII 地域医療介護総合確保基金関係

1 地域医療介護総合確保基金の十分な財源確保と公私の隔たりない配分

医療介護総合確保推進法に基づき各都道府県に設置された地域医療介護総

合確保基金に、消費税率 10％への引上げによる増収額を基に十分な財源を

確保するとともに、公私の隔たりなく適切な配分を行うことを要望する。

2 地域医療構想推進のための病床ダウンサイジング支援の充実

叫心！・:rデ叶旦牢J；日；T こに記キ
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廃合により病床を廃止する際、「令和 2年度病床機能再編支援補助金」による

「病床削減支援給付金」「医療機関統合支援給付金」「病院の債務整理に必要な

借入資金に対する支援給付金」などの支援を、全額国庫負担により行うことと

なっている。

こうした全額国庫負担による支援を今後も継続するとともに、柔軟・迅速な

支給、及び実行に際して病床当たり十分な支援を行えるよう、増額を要望する。

併せて、休床や許可病床からの削減についても、地域医療構想の推進の観点

から、何らかの国庫補助が行われることを要望する。

VJ1[ 医療機関のDX関係

1 医療情報化支援基金による、電子カルテの標準化等にかかる初期導入経費

への補助

医療分野においても ICTを積極的に活用し、効率的かつ質の高い医療提供

体制の構築として、平成 31年度予算において、医療情報化支援基金が創設さ

れた。その対象事業として、電子カルテの標準化に向けた医療機関の電子カル

テシステム等を導入の支援などが記されている。健康・医療・介護情報利活用

検討会はじめ関連検討会での審議結果待ちとは認識するものの、その措置の確

実な実施に加えて医療機関における初期導入経費への補助金を要望する。
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2 病院のサイバーセキュリティ対策への公的補助金の支給

咋今、複数の病院で電子カルテ等のシステムがランサムウェアに感染し、診

療が大幅に制限される事態が発生している。一方、このような事態に対して内

閣サイバーセキュリテイセンター (NISC) は医療機関に一定水準以上のセキュ

リティ対策を求めているが、そもそも医療機関が持つ患者情報などは国民全体

の財産であり、それにかかる費用をただでさえ厳しい経営状況の医療機関側が

負担することは極めて困難である。

医療分野における ICTの利活用は国が推進してきた政策であり、医療機関の

斗．I,ぷ．ーわふ l] ら~-, ";似卒； i -目目］テ＃由ふ：,ポも □ユベ；↑幽専ユ乞琴主ヂ之へ‘‘士べ七！ハ
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公的な補助金などの支給を要望する。

3 医療人材資源を補完する ICT・AI等の導入への財政的補助

少子高齢化社会に向けて、医療現場においても働き手の減少が現実に起りつ

つある。人的資源を援助し、個々の生産性を向上させるには、 ICTやAIの

活用は必須である。すでに導入例がみられるものの、まだ少数である。医療全

般に亘って、これらの技術を利活用するための予算措置を要望する。

4 オンライン資格認証の補助金拡充の延長

令和 3年 3月からオンライン資格確認制度が開始され、同年 3月末までに顔

認証付きカードリーダーを申し込んだ医療機関・薬局に対して、レセコン改修

等の補助として、事業額（病院で 3台導入の場合 190.3万円が上限）の実費補

助がなされることになっているが、同日以降の申し込みについては、事業額実

費の 1/2を補助することとなる。

病院でレセコンの改修を行う場合、その費用は 190.3万円の上限金額に収ま

らない。また、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、受付業務等の導線の

見直しが必要となるオンライン資格確認等システムの申し込みが、令和 3年 3

月末日までに行うことができなかった医療機関も数多くある。

医療機関への導入を促進するため、導入に際し想定される費用について項目

の細分化を行い、各項目について実勢に基づく標準費用を設定し事業額の上限
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とするとともに、令和 3年 4月以降に顔認証付きカードリーダーを申し込んだ

医療機関に対しても、事業額実費の全額を補助することを要望する。

5 地域医療充実のためのオンライン（遠隔）診療補助

新型コロナウイルス感染症による感染防止対策としても有効であり、また専

門医が不足している地域ではとくに重要である遠隔医療は、医療の安全や永続

性が担保された安定したシステムとして地域医療充実にきわめて有用であり、

オンライン（遠隔）診療等、環境整備を充実させるための財政的補助を要望す

る。

IX 社会の国際化等への医療の対応関係

1 外国人患者の受入れ体制の整備

新型コロナウイルス感染症に対して採られている厳しい水際対策について

は、国内外の感染状況を勘案して、緩和の方針が採られつつある。またそう

遠くない時点での感染収束の時期が到来すると想定される。その暁には、一

時の外国人観光旅行客の増大も大いに予想される。そのときに備え、医療機

関において外国人患者に適切に対応するための人材（外国人向け医療コーデ

ィネーター、医療通訳の配置、神奈川県で実施されている外国語通訳サービ

スを全国に拡大、在留外国人の国別人数に相応しい公的外国語通訳センター

の設置を行い、外国人への医療サービスの提供が円滑に出来る仕組みの創設）

や設備等で外国人患者受入れ体制を整備する医療機関への支援拡充を要望す

る。

2 キャッシュレス決済等の多様な決済手段の整備

現金以外の多様な決済手段の整備として、キャッシュレス決済が可能な体制

整備が求められている。

クレジットカードに限らず、交通系 ICカードやデビットカードあるいはス
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マホ決済など、多様な決済手段に対応するために必要な収納管理システムの改

修費用等への財政的補助を要望する。

また、クレジットカード利用に伴う決済手数料等のコストは医療機関にとっ

て大きな負担である。キャッシュレス決済をより普及させるためには、クレジ

ットカードを発行する信販会社に対して保険医療機関・保険薬局が負担する手

数料について一定の財政的補助を設ける、あるいは、同手数料率に上限規制を

設ける等の施策が必要である。

つJ 治療と仕事の両立

がん患者、難病患者、若年性認知症患者等について、治療と仕事の両立を図

るために、医療機関が両立支援の相談体制を整える等のサポート体制の構築は

必須である。

平成 30年度診療報酬改定では、がん患者については治療と仕事の両立に向

けた支援策が講じられ（療養・就労両立支援指導管理料、相談体制充実加算）、

令和 2年度改定では脳卒中、肝疾患、難病が対象疾患として追加されたが、今

後も支援手段を診療報酬に限定せず、がん患者以外にも若年性認知症患者等の

幅広い層を対象として予算措置を講じる事を要望する。

X 障害保健福祉関係

ー 精神保健指定医の業務を評価し、以下の精神保健福祉法に基づく以下の業

務に対する報酬に充てるための予算措置を要望する。

精神保健指定医の業務は多岐に亘り、医学・法律両面から高度で専門性を有

するものである。 それらに対する対価は、診療報酬としてはなく費用弁償とし

て行われている。このため、一般的な医師の時給と比較しても低額となってい

これらの業務に対する正当な評価を行うための予算計上を要望する。る。

2
 

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築」に関連する予算の

充実を要望する。
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築を促進するために、以下の

予算を要望する。

(1)普及啓発に関して

精神疾患や精神障害に関する普及啓発を推進することは、本システムの構築

において、最も重要な要素のひとつである。日常生活圏である基礎自治体にお

ける取組みを促進するための国としての財政的支援の充実を要望する。

(2) 精神科救急医療体制整備に関して

精神科救急医療体制の整備を図ることは、精神障害を有する方等を含めた地
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る精神科救急医療体制は、従来の精神科救急医療体制整備事業の枠組みを超え

て、より充実した体制整備の必要がある。

(3) 住まいの確保と居住支援の充実に関して

本システムを推進するにあたって、住まいの確保をはじめとする居住支援体

制の構築は重要である。精神障害を有する方等が、地域で安心して暮らすこと

ができる地域の基盤整備のための予算拡充を要望する。

(4) 地域における精神保健相談に従事する人材の確保に関して

本システムにおいては、精神保健相談業務は市町村が担当することとなって

いる。各市町村において、こうした専門性を持った人材を確保することは容易

ではない。一方、各地域に展開する民間精神科病院においては、こうした人材

を活用して多職種チームによるケースマネージメントを行っている。市町村の

委託業務として、民間精神科病院を活用して精神保健相談業務を行えるような

予算措置を要望する。

XI 災害対策関係

1 災害派遣精神医療チーム (DPAT)整備費の新設

災害派遣精神医療チーム (DPAT)については、内閣府の防災基本計画におい

て、その整備が求められている。多くの民間精神科病院においては、求めに応
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じて DPATに参加している。一方、 DPATに関する資機材の整備は、民間精神科

病院が自身の負担によって賄っているのが現状である。都道府県が指定する

DPATを有する精神科病院に対しては、 DPAT資機材整備に関する補助事業の新

設を要望する。

2 災害拠点精神科病院設備整備事業の拡充

災害拠点精神科病院は、都道府県における災害時の精神科医療を確保するう

えで中心的な役割を担う拠点として位置づけられている。このため万ーの発災
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備事業の拡充を要望する。

3 災害派遣精神医療チーム (DPAT)事務局事業費予算の拡充

災害派遣精神医療チーム (DPAT)事務局に対しては、都道府県DPAT

チームに対する研修の実施、災害時の休日昼夜を分かたない情報収集、更には

最近の新型コロナ感染症でのクラスター発生病院への援助等、多岐に亘る業務

継続が求められており、事務局機能の拡充が必至である。このため、 DPAT

事務局事業費の拡充を要望する。

4 震災及び火災時等に備えた医療機関の非常用設備の保守・整備に係る経費

に対する財政的支援

建築基準法の定期報告制度の改正による防火設備の点検の追加、消防法改

正による自家発電設備の点検方法が追加され、非常用設備の保守費が年々増加

しており医療機関の経営を圧迫している。定期的に発生するこれらの多大な費

用によって医療機関の負担は増える一方である。全ての医療機関は災害時等に

おいて必要不可欠である社会インフラであり、その診療機能を継続させていく

ためにも、防災設備や自家発電設備等の非常用設備の保守費に関して継続的な

財政的支援を要望する。
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5
 

病院の耐震化対応のための補強工事や建替えに対する財政的支援

すべての病院は災害発生時に被災した方々を救うための社会インフラであ

るため、災害発生時に診療機能を十分に発揮できるよう、耐震対策を進める必

要がある。

しかし、耐震改修には多額の資金が必要であり、それを調達できない病院が

多いことから、病院全体の耐震化率は 77. 3％に止まっている（令和 2年 9

月現在）。震度 6強程度の地震により倒壊、崩壊する危険性が高い Is値 0.

未満の病院も相当数存在する。
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震化率の引上げが急務である。

そこで耐震対策緊急促進事業（国土交通省補助事業） の枠をさらに拡大し、

耐震改修促進法による「要緊急安全確認大規模建築物」に該当する病院につい

ては、工事等に必要な資金の 1/2以上を金額限度なしに補助する予算措置を

要望する。

厚労省の補助金・交付金による医療施設耐震化促進事業や医療施設等耐震整

備事業の拡大、災害拠点病院や救命救急センター、病院群輪番制病院等に限ら

ず広く病院一般の耐震診断、耐震改修への支援措置を求める。

また、スプリンクラー、火災通報装置、防火扉等の設置、非常用発電の地上

化への助成を要望する。

6
 

震災・火災・水害等の災害からの復旧・復興への継続的な支援及び適時適

切な支援を実施するための仕組み作りに関する予算の確保

平成 28年熊本地震をはじめ、近年、平成 30年 7月豪雨や、平成 30年北海

道胆振地方中東部を震源とする地震、令和元年台風第 19号等、大規模な自然

災害が頻発しており、各地で大きな被害が発生している。

まず、現状回復にかかる費用については、医療施設等災害復旧費補助金があ

るが、この補助金はあくまで復旧に要する費用に対してのものであり、恒久対

策には他の補助金を含めて一切の補助制度がない。災害を経て必要と思われる

止水設備設置、非常用電源用給油タンクの強靭化や液体酸素設備の防水対策な
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どの防災施設の設置に伴う増改築工事についても補助の対象とするよう制度

の新設或いは現行補助金の補助対象の拡大を要望する。

また、災害が発生したとしても、急激に増加する可能性がある各種医療が

円滑に提供できるよう、災害拠点医療機関以外の医療機関においても、あら

かじめ病院の立地についてアセスメントを行う経費、その結果に基づく防災

対策に必要な費用、更には場合によってはより安全な地点への移転あるいは、

建て替えの際の嵩上げ等に必要な費用等に関する新た補助制度を創設するよ

う要望する。
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「被災地における心のケア支援体制の整備」「被災者に対する見守り・相談体

制等の推進」等の事業について、引き続き財源の確保、事業の継続を要望する。

また、災害に際して公私の隔たりのない支援を行う仕組みづくりのための財

源確保を、併せて要望する。

XI[ 調査研究関係

ー 病院給食に関する抜本的な構造の転換に係る研究のための財政的支援

今日の病院給食は、病院における調理師確保の慢性的困難による人員不足

と、近年の材料費・委託費の増加に伴う収支の悪化（さらにはロシア・ウク

ライナ戦争の影響による経済的負担は医療界でも多方面において生じ始めて

ヽ
）る‘
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という問題を抱えている。なお、病院給食の収支の悪化は、厚生労鋤

省が示したデータを見ても、入院時食事療養費が 1日単位から 1食単位に変

更になった平成 18年頃から加速している。 さらに、働き方改革の推進に伴い

病院給食業務についても対応が求められている。病院給食業務に係る作業内

容の見直し、院内で取り扱う食種の集約、セントラルキッチン方式や急速冷

却調理・加工機を使用する新調理システムの導入などが求められるが、長期

的な視野に立って病院給食の持続可能性を考慮した際、それらの対応だけで

は必ずしも十分とは言えない。当該業務に係る事情は首都圏や首都圏周辺、
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地方都市、中山間地域や離島など全国各地で異なると予測されることから、

まずは実態調査を行い、各病院で取り組んでいる画期的な改善策の収集・共

有を進め、それぞれの地域事情等を考慮した対策の検討が必要である。

ついては、病院給食に関する抜本的な構造の転換に係る研究のための補助を

要望する。

2 病院業務に係るタイムスタディ調査

病院は外来・検査・手術・入院といった様々な診療機能を有しており、入

、口 F占
→ u.i、』マ、

→ ← -ヽ，，た7 —- -？ム今（平羊＼た『日 日 一 定 声 ＾ 号 日 日 や
起 iツL-マ / ii、口尽 ＼ノ1ゞ 琴｀I mJ I J I今ー・ザifiJi J 

立R巽i}、名炉ピ七ヤ•プ、
ロjJ臼ログ 入 し - ’ - ' ／ -'WO  

日日 - 芹！屯二七F日日ナ入しゞ巨目七止
I J -JT]と之口IJI j八J-.c_ I目」1女

たとえば、「初診患者（紹介状なし、紹介状あり）の初回来院時にどのよう

な職種がどれだけの時間（人件費）をかけて対応しているのか」「入院前支援

のためにどのような職種がどれだけの時間（人件費）をかけて対応しているの

か」といった複数の事例について、業務フローを整理し、効率的な業務のあり

方を検討することは、医師をはじめとする働き方改革への基礎資料ともなるも

のである。同時にこれらの業務に対する人件費の紐付けによるコスト構造を分

析することも効率的人員配置を考える上で有用であり、これらの調査研究のた

めの補助を要望する。

3 新型コロナウイルス感染症対策に関する調査研究実施のための財政的支援

新型コロナウイルス感染症の流行は、医療界のみならず社会全体に大きな影

響与えており、その収束が見えない中、特に医療提供体制という鋭点から各地

域で初めての経験を手探りの中で対応するという状況が続いている。

このような現状を受け、次の医療計画では 5疾患 6事業と新たな事業として

新興感染症を記載事項として追加することが決まっている。しかしながら、各

地域で異なる医療提供体制の上に成り立つ新興感染症対策については、丁寧で

詳細な検証作業が不可欠である。

例えば、コロナ専用病院の設定と地域を挙げての支援など、今振り返れば

こうすればよかった、ということを含めて、地域を幾つかの類型に整理した
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上で、理想的な対策とその実現に向けての課題とその対策を示すことは、有

事の地域医療提供体制の具体的なあり方を示す一助になると思料する。

ついては、第八・第九次医療計画策定に向け、新型コロナウイルス感染症対

策の検証に関する研究のための補助を要望する。

xm 医療分野の研究開発関係

1 医療分野の研究開発の促進

我が国の医療分野の研究開発を推進するには、研究開発にかかる研究者がそ

れぞれの職能を研鑽し、専門性を深化させるため、安定した研究環境を得るこ

とが不可欠である。しかし、今般の新型コロナウイルス感染症に対する臨床研

究や治験等の実施においては海外諸国に比べ、ワクチン開発をはじめとした対

応に遅れが生じるなど、国際競争力が著しく低下してきている。

ついては、医学系研究に係る専門職種等の拡充に取組むとともに、研究清報

を国内外に発信できる人材を育成し、研究開発促進を図るための十分な予算措

置を要望する。

XIV 環境への配慮

1 医痰槻関における省エネルギー設備投資に係る財政的補助

政府が掲げる 2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、医療機関の省

エネルギー対策を強化・推進することが急務となっている。国や地方自治体が

実施する補助・助成事業は様々なものがあるが、内容は複雑で、地方自治体毎

に具体的内容が異なり、原則として年度またぎ事業が認められないなど、制度

の使い勝手には改善余地が多い。医療機関の省エネルギー対策を促進するため、

医療機関における高効率空調、高効率コージェネレーション、冷凍冷蔵設備、

調光制御設備等の省エネルギー投資を対象とした国単位で統一された継続性
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を持った補助事業の創設の充実を要望する。
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